
 

 

議 案 第 １７ 号 

 

 

平成２９年度  広川町下水道事業特別会計補正予算（案）第３号 

 

 

 平成２９年度広川町下水道事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５７７，６４８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年 ３月 ２日 提 出 

広 川 町 長    渡  元 喜 

－ 1 － 

 



第１表  歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

  2 分担金及び負担金 15,806 562 16,368

  1 分担金 101 562 663

  6 繰入金 128,967 △1,080 127,887

  1 一般会計繰入金 128,967 △1,080 127,887

  8 諸収入 8,600 1,725 10,325

  3 消費税 8,600 1,725 10,325

  9 町債 157,900 △1,200 156,700

  1 町債 157,900 △1,200 156,700

歳               入               合               計 577,641 7 577,648

－ 2 － 下水道事業特別会計



－ 3 －

歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

  1 総務費 45,127 △1,080 44,047

  1 総務管理費 45,127 △1,080 44,047

  2 下水道事業費 396,646 △6,154 390,492

  1 下水道事業費 396,646 △6,154 390,492

 10 予備費 31,729 7,241 38,970

  1 予備費 31,729 7,241 38,970

歳               出               合               計 577,641 7 577,648

下水道事業特別会計



（追加） （単位：千円）

下水道事業特別会計
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土木積算システム賃借料
自：平成30年度
至：平成34年度

2,550

第 ２ 表    債　務　負　担　行　為　補　正　

事　　　　　　項 期　間 限度額



（変更） （単位　千円）

下水道事業特別会計

合　　　計 157,900 156,700

（補正前と同
じ）

（補正前と同じ） （補正前と同じ）1.流域下水道事業 4,000

1.借入先
　政府資金
  機構資金
　銀行等引受
　　　　　資金
　その他の資金

2.借入方法
　　証書借入

4.0％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率。）

　政府資金・機構
資金については、
その貸付条件によ
り、銀行・その他
の資金について
は、その債権者と
の協定によるもの
とする。
　ただし、町財政
の都合により、据
置期間及び償還期
限を短縮し、若し
くは繰上償還又は
低利に借換えする
ことができる。

2,800

利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法
起債の目的

補正前 補正後

限度額 起債の方法

－　5　－

第 ３ 表       地  方  債  補  正



歳入歳出補正予算事項別明細書

１  総　括
歳　入 (単位：千円)

款 補正前の額 補正額 計

  2 分担金及び負担金 15,806 562 16,368

  6 繰入金 128,967 △1,080 127,887

  8 諸収入 8,600 1,725 10,325

  9 町債 157,900 △1,200 156,700

      歳          入          合          計 577,641 7 577,648

－ 6 － 下水道事業特別会計



－ 7 －

歳　出 (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  1 総務費 45,127 △1,080 44,047 0 0 △1,080 0

  2 下水道事業費 396,646 △6,154 390,492 0 △1,200 562 △5,516

 10 予備費 31,729 7,241 38,970 0 0 0 7,241

 歳     出     合     計 577,641 7 577,648 0 △1,200 △518 1,725

下水道事業特別会計

一 般 財 源



２　　歳　入

(款)   2 分担金及び負担金 (項)   1 分担金 (単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1 分担金 101 562 663   1 分担金 562 分担金                                                  

　　 　　計 101 562 663

(款)   6 繰入金 (項)   1 一般会計繰入金

  1 一般会計繰入金 128,967 △1,080 127,887   1 一般会計繰入金 △1,080 一般会計繰入金                                          

　　 　　計 128,967 △1,080 127,887

(款)   8 諸収入 (項)   3 消費税

  1 消費税 8,600 1,725 10,325   1 消費税 1,725 前年度消費税還付金                                      

　　 　　計 8,600 1,725 10,325

(款)   9 町債 (項)   1 町債

  1 下水道事業債 157,900 △1,200 156,700   1 流域下水道事業債 △1,200 流域下水道事業債                                        

　　 　　計 157,900 △1,200 156,700

下水道事業特別会計

－ 8 －

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明



－ 9 －

３　　歳　出

(款)   1 総務費 (項)   1 総務管理費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般管理費 45,127 △1,080 44,047 △1,080   2 給料 △610 ◎　下水道事業担当職員人件費             △1,080

  3 職員手当等 △230   2 給料                                   △610

  4 共済費 △240 　　・一般職給料                           △610

  3 職員手当等                             △230

　　・一般職期末手当                       △230

  4 共済費                                 △240

　　・一般職共済組合負担金                 △240

　　計 45,127 △1,080 44,047 △1,080

(款)   2 下水道事業費 (項)   1 下水道事業費

  1 公共下水道整 262,311 △3,654 258,657 △1,200 562 △3,016  13 委託料 △918 ◎　公共下水道整備費                     △3,654

備費  19 負担金、補助 △736  13 委託料                                 △918

及び交付金 　　・下水道事業認可変更図書作成業務委託   △918

 22 補償、補填及 △2,000  19 負担金、補助及び交付金                 △736

び賠償金 　　・矢部川流域下水道事業町負担金         △736

 22 補償、補填及び賠償金                 △2,000

　　・物件等補償費                       △2,000

  2 公共下水道維 134,335 △2,500 131,835 △2,500  15 工事請負費 △500 ◎　公共下水道維持管理費                 △2,500

持管理費  19 負担金、補助 △2,000  15 工事請負費                             △500

及び交付金 　　・マンホール蓋調整等工事費             △500

 19 負担金、補助及び交付金               △2,000

　　・水洗便所等改造資金助成金           △2,000

　　計 396,646 △6,154 390,492 △1,200 562 △5,516

下水道事業特別会計

節

一般財源



(款)  10 予備費 (項)   1 予備費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 予備費 31,729 7,241 38,970 7,241

　　計 31,729 7,241 38,970 7,241

下水道事業特別会計

－ 10 －

節

一般財源



１特別職 （単位：千円）

報酬 給料 期末手当 退職手当負担金 計
長等 0
議員 0
その他の特別職 0
計 0 0 0 0 0 0 0
長等 0
議員 0
その他の特別職 0

計 0 0 0 0 0 0 0
長等 0
議員 0
その他の特別職 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0

２一般職
（１）総括 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
（ ）

4 14,708 11,677 26,385 4,863
（ ）

4 15,318 11,907 27,225 5,103
（ ）

0 △ 610 △ 230 △ 840 △ 240

区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 小計 備考
補 正 後 566 0 5,980 158 1,124 594 0 3,255 0 11,677
補 正 前 566 0 6,210 158 1,124 594 0 3,255 0 11,907
比 較 0 0 △ 230 0 0 0 0 0 0 △ 230

下水道事業特別会計

比 較
△ 1,080

職員手当等の内訳

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。
備考２　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

備 考

補 正 後
31,248

補 正 前
32,328

区　　　　分 職員数（人）
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共済費 合　計

比 較

0
0
0
0

補正後

0
0
0
0

補正前

0
0
0
0

―　11　―

給 与 費 明 細 書

区 分 職員数（人）
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共済費 合　計 備　考



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額
給与改定の状況
改定率　　　　
実施時期

職員数の異動状況
区分 在職数

補正後 4
補正前 4
増減 0

扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 0
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 0
退職手当組合負担金 0

扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 △ 230
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 0
退職手当組合負担金 0

下水道事業特別会計

0

―　12　―

職
員
手
当

△ 230

制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 △ 230
職員の手当額の確定による
もの

その他の増減分 △ 610
職員の給料額の確定による
もの

（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　　　　　　考

給
料

△ 610

給与改定に伴う増減分 0

昇給昇格等に伴う増加分



（３）給料及び職員手当等の状況

ア　職員１人当り給与 （単位：円） イ　初任給 （単位：円）
区分 補正後 補正前

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 大学卒 179,200 178,200
307,200 42.75 高校卒 151,500 150,500
306,650 42.25

ウ　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

行政職 労務職 行政職 労務職
６級 ６級
５級 ５級
４級 1 1 ４級
３級 3 3 ３級
２級 ２級
１級 １級
計 4 0 4 0

エ　期末手当・勤勉手当 オ　地域手当
支　　給

６月 １２月 率　　計
2.075 2.325 4.40
2.075 2.225 4.30
同 同 同

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 キ　その他の手当

扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 距離別支給

国の制度 同 同 同 同 同

下水道事業特別会計

区分
国の制度との

異同
差異の内容

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退
職特例・在職
期間調整

勤勉 手当 ２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最高限度 加算措置等

0人
補 正 後
補 正 前

国 の 制 度
役 職 加 算 役職・段階別に５％～１５％加算

区分
支給期別支給率（月分） 支給率 支給対象職員数

0%

補佐・室長・主幹
係長・統括主査
主査
主任主事
主　　事

課長・次長・局長・参事

―　13　―

区分
行政職 労務職

補 正 後
補 正 前

区分
補正後 補正前

区分 行政職
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